











































































と判断したのである［2001 年 10 月］。 
 




















より積極的な義務としての欧州人権条約第 2 条 













































































B. 欧州人権条約第 3 条は、生命についての自己決定に制約を課するものではない 
 プリティ女史は、次のことを一貫して主張している。それは、｢英国が自殺について包括
的に禁止していることは、何人たりとも尊厳に反する非人間的な取り扱いを受けないと規
定している欧州人権条約第 3 条に違反するものである｣というものである。 
 ところが、欧州人権裁判所は、この主張を却下している。その理由として、欧州人権条







































欧州人権条約第 2 条との整合性ある同 3 条の解釈について 
欧州人権裁判所は、欧州人権条約第 3条違反の訴えに対して、次のように判示している。


































































































介入をおこなったことになる。そして、患者のそのような権利は、同 8 条 1 項によって保
障されている｣というのである。 
しかし、ここまで述べてきたことを振り返ってみると、プリティ女史の裁判における争

































同 8 条および同 14 条の主旨と整合性を保持していると判示した。  
 


















































 第2 の批判点は、第 1 の批判点ほど根本的なものではない。というのも、欧州人権裁判
所が出した判決の内、結論部分に批判する根拠が存在するからである。 
ここで注目したいのは、英国の司法当局が、特定の場合において、ある程度柔軟な法運




















自殺幇助を禁止する規制が、欧州人権条約第 8 条 2 項において合法と判断されたことを
引用して、欧州人権裁判所は、次のように判示した。つまり、｢自殺可能なものと他人の幇
助なしに自殺できない者を法的に区別しないことも、同じ理由によって、欧州人権条約 14
条において合法である。つまり、両者を区別する境界線は、微妙なものとなる場合がしば
しばである。そして、自力で自殺できない者を法律上の例外扱いとすることは、生命の保
護という概念を著しく侵食することになる｣という結論を出したのである。 
そして、裁判所は、｢自殺幇助に対する免責請求は、公共性に非常に大きな影響を与え
るため、英国司法当局が同請求を却下した判断について、恣意的であるとか不合理である
とまで言うことはできない｣と判断しているのである。われわれは、もうこれ以上踏み込ん
で検討する必要はない。 
 
結語 
プリティ事件裁判は、生命に対する権利と安楽死の関係について、一石を投じるもので
あった。 
 つまり、欧州人権条約における生命に対する権利は、特殊な性質を持った権利であるこ
とが明白となったのである。そして、生命に対する権利とは、生命を保持する権利である
としか解釈することができないとされた。一方で、同権利の下、各国家には積極的な義務
が課せられている。なぜなら、人間の生命から、人間の尊厳や身体の不可侵性という概念
が導き出されるからである。しかも、それら概念は、欧州人権条約第 2 条によって保障さ
れたものであるため、ほとんど絶対的な権利であると言えるのである。 
 プリティ事件裁判の重要性は、今後益々大きくなっていくであろう。同裁判では、個人
の自律原則が、欧州人権条約 8 条によって保障され、私的生活概念の中核的価値を構成す
るものとして理解されたのである。さらに、「生命の質」に関連する選択の重要性が承認さ
れ、本件では生の終焉における選択が承認された。そして、彼女の訴訟上の請求は、｢身体
的な障害を持っていても、精神的対応能力があれば、生命に対する権利によって第三者の
幇助による自殺が認められる｣というものであった。にもかかわらず、欧州人権裁判所は、
原告の請求を却下した。つまり、生命に対する権利が、実効的な権利として運用されるか
否かは、もっぱら各国政府の裁量権に委ねられているとしたのであった。この点に、大き
な非難が集中している。 
プリティ女史の請求を認めた場合、欧州人権条約ついての新しい解釈を生むことになっ
たであろう。事実、大きな社会的問題を含んだ事件であっただけに、各種メディアは、そ
の判決結果に注目していたのである。そのため、欧州人権裁判所は、自ら出す結論の重み
に恐怖を感じていたのである。そこで、同裁判所は、思い切った内容の判決を出すのを控
えたのである。結局、生命に対する権利の運用については、各国政府に広い裁量権が認め
られることになったのである。そして、英国政府の判断が｢裁量権の範囲に止まるものであ
る｣とされたのである。 
 25
しかし、欧州人権裁判所が、このような判決を出したこと自体、一つの新しい前例を作
ってしまった、と捉えることができるのではないであろうか。 
 
（訳：岩江荘介） 
［付記］ 
本稿は、大阪大学大学院医学系研究科・医の倫理学教室と研究交流を続けているクリステ
ィアン・ビック氏より、特別に寄稿していただいた英文原稿の全文訳である。ただし、原
文にある注（おもに判決に関連する文献・資料の参照）および参考文献一覧は省略した。
なお、本件と深く関連する「欧州人権条約」の日本語訳は、下記 URL で読むことができ
る。http://members.at.infoseek.co.jp/transnews/echr-j.htm 
